
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

 

 

新潟が毎年とりく

んでいる「学費ホッ

トライン」を今年も

実施。神奈川を上回

る相談件数となって

います。 

 

 

 

制度改善が認知され

ていないのは、新潟

だけではない、よう

です。 

各都道府県、中学生

への周知を県に迫る

と同時に、運動化し

ていきましょう。 

 

 

 

 

本来ならば

行政が作成

すべきもの

です 
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